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【要旨】 

 本検討では、日本人の食事摂取基準のエネルギーの改定にあたり、１．望ましい BMI に

ついて、肥満・代謝疾患とフレイルの関連、「肥満のパラドックス」との関連、生活習慣病

の診療ガイドラインの減量目標・治療目標とエネルギー摂取量の関連、について整理した。

また、推定エネルギー必要量に関して、後期高齢者と、妊婦のエネルギー付加量について

新規情報を収集した。 

１．望ましい BMI 

１）肥満・代謝疾患とフレイルの関連 

 肥満・代謝疾患がフレイルのリスクになるとする近年の知見を、メタ解析を中心に収集

した。また、二次データの解析結果を概述した。フレイル進展予防の栄養管理として、低

体重、肥満、両者への対応が重要である。 

２）肥満のパラドックス 

 有疾患者では、肥満でも総死亡リスクが増加しない「肥満のパラドックス」が認められ

る。その機序には、nutritional reserve、因果の逆転、喫煙の影響、危険因子の過補正、生

存者バイアスが指摘されるが、望ましいBMIの設定を変更する根拠とは必ずしもならない。

３）肥満者における生活習慣病重症化予防のためのエネルギー指標 

 診療ガイドラインの中には、肥満者の減量目標として現体重からの一定の体重減少率を

指示するものがある。体重減少率とエネルギー摂取量の減少率の数量的な関連が明らかに

されており、減量目標をエネルギー摂取量に置き換えることが可能である。また、介入試

験のメタ解析から、体重減少に伴う代謝指標の改善の程度も示されており、ガイドライン

の治療目標を達成する、体重減少率、エネルギー摂取量の指示が可能である。 

２．推定エネルギー必要量 

１）後期高齢者 

 高齢者で総エネルギー消費量を評価した文献を 74 件収集した。後期高齢者のエネルギー

必要量の推定に使える新たな文献は１件のみであった。特に低体重者において、現在の推

定エネルギー必要量は過小となりやすく、推定方法の限界と対応の方向性について考察し

た。 

２）妊婦のエネルギー付加量 

 妊婦の適切な体重増加の推奨値（日本産婦人科学会）の改定にともない、妊婦の各妊娠
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期のエネルギー付加量を、妊娠前 BMI ごとに計算した。 

A. 背景と目的 

１．望ましい BMI 

 日本人の食事摂取基準 2020 年版 1)では、

エネルギーの指標として BMI を採用し、観

察疫学研究における最低死亡率を呈する

BMI の値をもとに、目標とする BMI の範

囲を年齢別に策定している。この望ましい

BMI に関連して、以下の３点を検討するこ

とを目的とした。 

１）肥満に伴って高血圧、脂質異常、糖尿

病のリスクが増し、一方、低体重に伴いフ

レイルのリスクが増す、というのが一般的

な理解である。しかし近年、肥満や生活習

慣病がフレイルのリスクとなる、とする成

績が多数報告されている。これらを踏まえ

て、望ましい BMI の考え方を整理する。 

２）上記とも関連して、有疾患者では、肥

満でも死亡リスクが増加しない「肥満のパ

ラドックス」が指摘される。その機序を 

明らかにし、望ましい BMI との関連を明確

にする。 

３）診療ガイドラインの中には、現体重か

ら一定の体重減少を目標とするものがある。

こうした目標に対して、エネルギー摂取量

の観点から対応方法を示す。 

２．エネルギー必要量 

 日本人の食事摂取基準 2020 年版では、後

期高齢者のデータが不足していた。また、

日本産婦人科学会「産婦人科診療ガイドラ

イン産科編 2020」において、妊娠中の体重

増加の推奨値が変更となった。エネルギー

必要量推定のための文献を収集した。 

 

B. 方法 

１．望ましい BMI 

１）〜３）について、過去５年間のメタ解

析を中心に文献検索を行った。また、二次

データの分析も行った。 

２．エネルギー必要量 

１）過去５年間に高齢者を対象にした二重

標識水法を用いた英語、日本語論文を抽出

した。74 件中、抄録から基礎代謝量を測定

していると思われる４論文を抽出した。

2020 年版で引用済みの研究、基礎代謝の推

定式を用いた研究、基礎代謝を実測してい

るが絶対値が不明（除脂肪体重で除した数

字のみ）の研究の３件を除外し、１件のみ

を採用した。 

 

C. 結果と考察 

１．望ましい BMI 

１）肥満・代謝疾患とフレイルの関連 

 日本人の食事摂取基準 2020 年版では、観

察疫学研究の最低死亡率を呈する BMI をも

とに、目標とする BMI の範囲を策定してい

る。わが国の高齢者は低 BMI の者が多く、

低体重にともなうフレイルが注目されやす

い。一方、近年、肥満や生活習慣病がフレ

イルのリスクを増加させるとの欧米の報告

が多く、複数のメタ解析が発表されている。 

  高齢者を対象に、disability（ADL、IADL、

その他の physical disability の障害）と

BMI の関係をみた欧米の９研究のメタ解析
2)では、BMI が 28 以上で有意に disability

のリスクが増し、BMI の増加とともにリス

クはさらに増加した。日本人の地域在住高

齢者の検討 3)でも、BMI で層別化しフレイ

ル（Fried phenotype、基本チェックリスト）

のリスクを比較すると、低 BMI だけでなく

BMI 27.5 以上の肥満者でフレイルのリスク

増加をみとめ、リスクが U型カーブを呈し

たと報告されている（図 1）。 

 

図１．日本人高齢者集団における BMI とフ

レイル 2) 
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BMI だけでなく、腹部肥満 4)、糖尿病 5、6)、

メタボリックシンドローム 7、8)がフレイル

のリスクであるとする報告も多い。肥満、

代謝疾患とフレイルは、BMI や年齢で棲み

分けられた別の病態ではなく、フレイルの

一部は肥満や代謝疾患が背景となる密接な

関係にある。 

 筆者らは、全国健康保険協会の委託研究

の一環として、BMI、生活習慣病とフレイ

ルの関連を縦断的に検討した（Nishida Y、

投稿中）。この検討では、医療レセプトの

ICD-10 コードの組み合わせをフレイルの

評価指標として用いた 9)。このフレイル指

標は、日本人高齢者集団の前向き検討にお

いても、死亡や介護施設利用のリスクと関

連し 10)、妥当性が検証されている。筆者ら

の検討は、約 370 万人 の対象者(2015 年の

年齢が 35～69 歳、2015 年の時点でフレイ

ルの中リスク以上を除く)について、2015

年の健診・レセプトデータと 2019 年のフレ

イルのリスク（高リスク、中〜高リスク）

の関連を評価した。調整変数は、2015 年度

の年齢、居住地域、職種、喫煙習慣、体重

推移に影響する併存疾患である。結果は、

(1) BMI で層別化すると、フレイルのリス

クはU型カーブを描き、22.5〜24.9に対し、

18.5 未満、25.0 以上で有意なリスク増加を

認めた。(2) 2015 年時点の高血糖（男女）、

高血圧（男性のみ）は 2019 年時点のフレイ

ルの有意なリスクであった。(3) 2015〜

2019 年の体重変化とフレイルのリスクの

関連を見ると、全体の集団では 3%以上の体

重減少、10%以上の体重増加でリスクが増

加したが、2015 年に糖尿病を有していた者

でみると、3%以上の体重増加からフレイル

のリスクが増加し、逆に 3〜10%の体重減

少はフレイルのリスクを低下させた。 

 肥満や生活習慣病の対応は、フレイル進

展予防の観点からも重要であり、フレイル

の栄養管理としては、低体重だけでなく肥

満への対処も重要である。 

 なお、肥満者でフレイルのリスクが増す

機序として、サルコペニア肥満の関与が推

測される。サルコペニア肥満の定義は長ら

く定まっておらず、2022 年に ESPEN（欧

州臨床栄養代謝学会）と EASO（欧州肥満

学会）による診断基準が発表された 11)。今

後、肥満・代謝疾患とフレイルの栄養管理

に関連して、体組成や筋力の評価を含めた

検討が必要である。 

 

２）肥満のパラドックス 

 有疾患者の集団では、肥満者でも総死亡

リスクが増加しない「肥満のパラドックス」

が指摘されることが多い。肥満のパラドッ

クスは、肥満が発症に大きく関与する高血

圧、糖尿病、心血管病等だけでなく、心不

全、慢性腎臓病、癌患者など種々の病態で

認められる。その機序について整理し、死

亡リスクが U 型カーブを描く一般集団との

関連を明らかにする。以下、(1)は肥満の総

死亡リスク低下に直接的に寄与する可能性

があるが、仮説レベルで十分な検証がなさ

れていない。(2)〜(5)は適切な補正により検

証されており、現時点では、望ましい BMI

の設定を変更する根拠とは必ずしもならな

い。 

(1) nutritional reserve 

 体脂肪を含む体組織の nutritional 

reserve が、疾患の急性増悪時に生存に有利

に働くという仮説であり、論文で明確な根

拠は提示されていない。  

(2) 因果の逆転 

 低体重は、原疾患の状態がより重篤であ

る可能性を反映している可能性があり、低

体重（体重減少）、死亡リスクの両者の交絡

因子として慢性炎症が関与する可能性もあ

る。疫学研究では因果の逆転の影響を除く

ため初期死亡を除外するが、COPD などの

呼吸器疾患による体重減少は臨床診断より
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はるか前から生じ、観察開始後 10 年間の

初期死亡の除外でも呼吸器疾患による死亡

と低体重の関連は減弱する 12)。 

 また、これと関連して、BMI が体組成を

反映しないという指標としての限界も指摘

される。すなわち、体組成で評価すると、

除脂肪体重が少ない肥満者では死亡リスク

が高かったとする癌患者を対象にした報告

13)もある。 

(3) 喫煙の影響 

 喫煙は、エネルギー消費量増大と摂食量

減少を介して体重を減少させると同時に、

種々の癌（肺癌、 口腔癌、咽頭・喉頭癌、 

食道癌、胃癌、膀胱癌等）、脳・心血管病、

慢性閉塞性肺疾患 (COPD)などを介して死

亡リスクを増加させ、低体重と死亡リスク

の交絡因子として作用する。 

(4) 危険因子の過補正 

 脳・心血管病の危険因子である血圧、血

糖、脂質等の指標は、BMI 増加に伴い増悪

する。これらの危険因子を補正することで、

危険因子を伴う総体としての肥満のリスク

は過小評価される（逆のことが低体重で生

じる可能性がある）。 

(5) 生存者バイアス 

 肥満をともなう有疾患者は早期に死亡し

やすく、残った病態が比較的安定した肥満

者が研究対象となることで選択バイアスが

生じる。たとえば、糖尿病患者の死亡年齢

は平均寿命に比べて非常に若く、高齢糖尿

病患者は、肥満があっても病態の安定した

者が残ると考えられる。実際に、糖尿病患

者の総死亡リスクを年齢階級別に見た検討

では、若年成人は U 型曲線を呈するが、年

齢が上がるにつれ肥満者の死亡リスクが低

下する 14)。 

 

３）肥満者における生活習慣病重症化予防

のためのエネルギー指標 

  生活習慣病の診療ガイドラインでは、食

事摂取基準と同様、「適正な BMI」の維持

を指示するものがある一方、現体重から一

定の減量を肥満者に指示するものもある。

すなわち、「肥満症診療ガイドライン 2022」
15）、日本糖尿病学会「糖尿病治療ガイド

2022-2023」16）では現体重の３%の減量が

指示されている。 

 多人数の集団で、二重標識水法による総

エネルギー消費量と体重の関連をみた検討

17)からは、体重変化と総エネルギー消費量

（＝エネルギー必要量）の変化の関係（Δ

体重＝0.712×Δ総エネルギー消費量）が示

されている。個人がエネルギー摂取量を変

化させた場合にもこの式が適用できると考

えると、上記の体重減少率を達成、維持す

るためのエネルギー摂取量を、現在のエネ

ルギー摂取量からの減少率で示すことが可

能である。すなわち、３%の減量を達成、

維持するには、 現在のエネルギー摂取量を

（3÷0.712≒）4.2%制限すれば良いことに

なり、栄養指導で使いやすい指標となる。 

 上記の３％の減量目標の設定は、特定保

健指導の対象者 3、750 名において血圧、脂

質、血糖関連指標が有意に改善した体重減

少率が根拠となっている 18)。しかし、多人

数で検討すれば、より小さい減量でも統計

学的に有意となる可能性がある。「肥満症診

療ガイドライン 2022」15)では、減量は（肥

満症）治療の目的ではなく、肥満に起因・

関連する健康障害の予防・改善を治療の目

的としている。血圧、HbA1c、脂質指標は

それぞれ目標値が設定されているので、体

重減少率と代謝指標の改善の直線的な数量

関係を明らかにすれば、目標値を達成する

ための体重減少率から、その体重減少率を

達成、維持するエネルギー摂取量の目安を

示すことが可能となる。 

 体重減少率に対する HbA1c19)、血圧 20)、

脂質指標 21-23)の改善の程度について、肥満

者を対象とした減量介入試験のメタ解析が
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報告されている。たとえば、HbA1c は、体

重 1%減で 0.1%低下する（ただしベースラ

インの HbA1c の値により異なる）とされて

いる（図２）19)。 

 

図２. 体重減少の HbA1c 改善効果 19) 

 

脂質指標は、１kg の体重減少に対し、中性

脂肪は 4 mg 低下、LDL-コレステロールは

1.28 mg 低下し、HDL-コレステロールは

0.46 mg 上昇するとされている（図３）21)。 

 

図３．脂質指標に及ぼす体重減少の効果 21)  

表１ 地域在住日本人高齢者の基礎代謝量、

総エネルギー消費量、PAL25) 

こうした関係を用いて、特定保健指導等の

場面で、臨床目標を達成する体重減少率か

らエネルギー摂取量の指示が可能となる。

なお、筆者らは、特定保健指導を受けた多

人数の集団で、体重減少率と代謝指標改善

との関係の解析を進めている。 

 なお、上記の体重変化と総エネルギー消

費量変化の関係は欧米人の成績であるので、

体格が異なる日本人での検証も今後必要で

ある。 

 

３．後期高齢者の推定エネルギー必要量：

新規データの収集と算出方法 

 食事摂取基準では、現状では、基礎代謝

基準値、体重、PAL を用いてエネルギー必

要量を推定している。2020 年版では、後期

高齢者のエネルギー必要量のデータが不足

しており、身体活動レベル「低い」は、介

護老人保健施設内で比較的自立した生活を

送っている高齢者の成績を用いていた。 

 今回、過去５年間で、二重標識水法を用

いて高齢者の総エネルギー消費量を評価し

た論文を検索したところ、74 件の研究が得

られた。このうち、食事摂取基準 2020 年版

に引用されておらず、基礎代謝量を実測し

た研究は２件 24,25)のみ、さらに、基礎代謝

量の絶対値が記載されエネルギー必要量の

推定に用いることができるのは日本人の地

域在住高齢者70名を対象にした研究 25)1件

のみだった。その成績を表１に示す。 

 なお、二重標識水法を用いた研究は増加 

傾向にあるが、基礎代謝量を同時に測定す

る研究はさらに稀になると予想されるため、
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今後、エネルギー必要量を推定する別の方

法も検討すべきと考える。食事摂取基準で

は、普通体重者では一定の基礎代謝基準値

を用い、BMIが30までの肥満者はGanpule

の推定式を用いて基礎代謝量の絶対値を求

め、推定エネルギー必要量を算出している。

しかし、体重割りの基礎代謝量は、普通体

重でも BMI の低い範囲では、基礎代謝基準

値を大きく上回る値となる。総エネルギー

も同様である。高齢糖尿病患者のデータ 26)

を再解析してのことを示す（図４）。 

 

図４．糖尿病外来患者の基礎代謝量、総エ

ネルギー消費量と体重、BMI26) 

 

 BMI が望ましい範囲以下の、体重を減ら

したくない対象者で、基礎代謝基準値を用

いた推定エネルギー必要量は実際より不足

する。これは基礎代謝量、総エネルギー消

費量を直線で回帰すると、原点を通らず Y

切片がプラスとなるためであろう。多人数

の体重、総エネルギー消費量のデータから

エネルギー必要量を直接計算する推定式を

今後検討する必要がある。 

 

４．妊婦のエネルギー付加量 

 日本産婦人科学会では、妊娠中の体重増

加の推奨値としての指針として「妊娠中毒

症の栄養管理指針」(1999)27)を用いてきた。

しかし、この推奨値が、妊娠による生理的

な体重増加値を下回っている可能性が危惧

されること、さらに同指針による妊娠高血

圧症候群の予防効果を支持する新たなエビ

デンスが乏しいことから、新たに産婦人科

診療ガイドライン産科編 202028)で、妊娠中

の体重増加指導の目安を表２のように設定

した。現在、同学会はガイドラインを改定

中で、8 月に 2023 年版が刊行予定だが、現

時点では妊娠中の体重増加の推奨値として

同じ表が採用されている。 

 

表２．妊娠中の体重増加の推奨値 

（日本産婦人科学会「産婦人科診療ガイド

ライン産科編 2020」28)） 

妊娠前体格 BMI kg/m2 体重増加指導の目安 

低体重 <18.5 12〜15 kg 

普通体重 18.5≦〜＜25 10〜13 kg 

肥満（１度） 25≦〜＜30 7〜10 kg 

肥満（２度） 30≦ 個別対応（上限 5 kg まで）

 

 食事摂取基準 2020 年版では、妊婦の最終体

重増加量を 11 kg として各妊娠期のエネルギ

ー付加量を求めているので、この表の体重増

加量に対応するように補正すると、付加量は

表３となる。 

 

表３．妊婦のエネルギー付加量 
妊娠前体格 エネルギー付加量（kcal/⽇） 

妊娠初期 中期 後期 

低体重 50〜100 250〜350 500〜600 

普通体重 50 200〜300 400〜550 

肥満（１度） 50 150〜200 300〜400 

肥満（２度） 〜50 まで 〜100 まで 〜200 まで 

 

D. まとめ 

 食事摂取基準における望ましい BMI に関

して、肥満・代謝疾患とフレイルの関連、

「肥満のパラドックス」との関連、生活習

慣病の診療ガイドラインの減量目標・治療
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目標とエネルギー摂取量連について整理し

た。また、推定エネルギー必要量に関して、

後期高齢者と、妊婦のエネルギー付加量に

ついて新規情報を収集した。 

 今後、体重と総エネルギー消費量に関す

るわが国の成績をまとめるとともに、エネ

ルギー必要量の推定方法について検討を進

める必要がある。また、体組成や筋力デー

タの集積により、さらに精度の高いエネル

ギー指標の開発が待たれる。 

 

E. 健康危険情報 

なし 

 

F. 研究発表 

１. 論文発表 

  なし 

２. 学会発表 

・勝川史憲：リアルワールドのエネルギ

ー必要量。第 57 回糖尿病学の進歩・シ

ンポジウム「糖尿病患者の個別化食事療

法の実現に向けて」2023 年 2月 17 日（東

京） 

 

G. 知的所有権の出願・登録状況 

１. 特許取得 

  なし 

２. 実用新案登録 

  なし 

３. その他 

  なし 
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